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研究成果の概要： 
本研究は、わが国の政治行政システムにおける中央－地方関係の位置づけ、中央と地方両レ

ベルの政治行政構造の重層的なリンク、また両レベルの政治過程の連動等を、全国市区町村長

調査の量的分析および行政・団体関係者へのインタビューによる質的分析を通じ、明らかにし

た。これにより、「政策受益団体・地方政府連合」論の有効性を確認し、今後、この概念を用い

た日本型経営、日本型福祉国家、一党優位制の総合的な分析の手がかりを得ることができた。 
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研究分野：政治過程論 
科研費の分科・細目：政治学・政治学 
キーワード：政治学・行政学・中央－地方関係・地方分権 
 
１．研究開始当初の背景 
1990 年代に入り、グローバリゼーション、

バブル経済の崩壊を背景に、わが国は政治改

革・政界再編・行財政改革など政治経済シス

テムの大変革を迫られてきた。市町村合併や

地方分権など中央－地方関係に関わる諸改

革も、こうした変革の一環である。従来、わ

が国政治経済システムの特徴は、生産性の高

いセクターの利益を生産性の低いセクター

や地域、さらには福祉領域に再分配すること

を通して比較的格差のない社会を形成して

きた点にあった。中央－地方関係はこの再分

配メカニズムが円滑に機能するための重要

なルートであった。しかしながら、グローバ

リゼーションの深化とともに国際競争が激

しくなるにつれて、この再配分システムに内

在化していた亀裂が顕在化してきた。こうし

た環境変化が中央－地方関係に変革を迫っ

ている。換言すれば、中央－地方関係の変化

は、わが国の政治経済システム全体の変化と

直結している。しかしながら、変化は一様で

はない。第一に、利害調整に際し政策ネット
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ワークを形成する行政・政治家・団体の三者

それぞれに中央－地方関係が存在するため、

政策領域ごとに三ルートの動きにバリエー

ションが生じうる。第二に、地方レベルの政

策形成・実施過程のウェイトが増大する中、

地域や政策領域によって中央レベルと地方

レベルの連動の仕方に重要な差異が生じう

る。つまり、今日の中央－地方関係の変化と

それがもたらす意味は、広い視野の下、重層

的かつダイナミックに理解される必要があ

り、以上のような関心から本研究が開始され

た。 

 

２．研究の目的 

本研究は、①中央－地方関係をわが国の政

治行政システム全体の中で位置づけること、

同時に②中央－地方関係を重層的なものと

してとらえ、中央と地方、二つのレベルの政

治行政構造がどのように複雑にリンクされ

ているのか、また、それぞれのレベルにおけ

る政治過程がどのようにダイナミックに連

動しているのかを明らかにすること、さらに

③この中央-地方のリンク構造がどのように

変革されつつあるのか、その際、中央および

地方の行政、政党・議員、利益団体などの各

アクターがいかなる選好と戦略をもってこ

の変動に対応しようとしているかという点

を検証し、変革期にあるわが国の中央－地方

のリンク構造の変容と将来像を総合的に理

解することを目的としている。 

 

３．研究の方法 

18 年度には、理論研究、文献・資料収集、

関係者への聞き取り調査、全国調査の準備作

業を実施した。まず全員で研究打合せ会を持

ち、研究計画について意思統一を行った。予

め理論的文献を探索した者による報告も二

回にわたり実施し、研究会を通じて、その成

果を共有した。これらの理論研究に並行して、

中央－地方関係の変容を理解するために、専

門家への聞き取り、資料収集、調査の準備を

行った。先２回の研究会により理解が一定程

度、深まった時点で、実際に関係者（合併市

職員および県の担当職員）から聞き取り調査

を行い、有益な情報を得た。これらの情報を

基に、全国の市区町村長を対象とするアンケ

ート調査について、調査表作成等の準備をし

た。 

19 年度には調査を実施した。これは市町村

合併による規模拡大や地方分権による権限

委譲という状況下での地方自治体首長、とり

わけ地方政治・地方行政の最前線にいる市町

村長自身の態度や行動を明らかにすること

を目的としている。全国約 1800 人の市町村

長に対し、郵送によるアンケート調査を実施

し、地方自治あるいは中央－地方関係に対す

る認識、近年の変革についての評価、政策課

題、政治的基盤、接触行動等について訊ねた。

全国の全市区町村首長(自治体)を 4月の統一

地方選挙を挟んで二つのグループに分け、調

査票を発送・依頼し、その後、一回ずつ督促

した。回答率は 62.5％であった。その後、デ

ータの入力・確認作業、コードブックの作成

と記述的分析を行い、その後の本格的分析に

向けて準備を積み上げた。またメンバーはそ

れぞれの分担部分を中心に、文献収集や理論

的分析を行い理論面での準備を進めるとと

もに、一部メンバーによる研究会を並行して

行った。 

20 年度は最終年度であったので、これまで

の研究蓄積および調査結果を基に、研究成果

をまとめることに主眼を置いた。具体的には、

3 回の研究会を実施し、多数の参加者が研究

成果を報告し、それに関し議論を行った。19

年度実施の調査データの内容を確認し、その

後、量的分析を行う者は適宜自らの関心に従

い分析を進め、他方、質的分析に拠る者はこ

のデータとの整合性を意識しつつ研究を進

めた。 

 

４．研究成果 

調査・分析の成果としては、まず、これま

で学界ではほとんど例のなかった上記研究

目的に関するアンケート郵送調査を全国の

市町村長に対して行い、データを蓄積したこ

とが挙げられる。このサーベイ調査が本研究

で最も労力を要したプロジェクトであった

が、他方ではこの量的研究を補完するために

市と県のレベルで商工、農業、福祉の各政策

領域の社会団体と関連行政担当者に対する

面接調査が行われた。これらの調査の分析結

果は既に一部公表が始まっている。 

理論面では、まず、マスグレイブの fiscal 

federalism、ピーターソンの functional 

federalism を下敷きに、わが国における曽我

謙悟・待鳥聡史の「地方政治の依存効果論」

と伊藤光利の「政策受益・地方政府連合論」

がどのように位置づけられるかを検討した

結果、大いに理論的な前進が得られた。現時

点での解答は、北山俊哉の「日本の事例は、

ピーターソンの functional federalism の理

論を否定するわけではない」、「日本の市は福

祉政策を重要な問題を考えている。しかし、

それは中央からのカテゴリカルな補助金（負

担金）によって支えられているのである。こ

のことは、ピーターソンの理論とは矛盾しな



 

 

いばかりか、想定するところである」という

一節に集約されている。他方、「政策受益・

地方政府連合論」は、地方政府がカテゴリカ

ルな補助金について「横出し」や「上乗せ」

を行い、地方政府が中央政府と対立し、再分

配の単独事業、あるいは「開発政策」という

名の「再分配」政策を進める可能性を重視し

ており、この点については理論・実証の両面

での課題である。 

市町村長のネットワークを徹底的に分析

した鹿毛は、政策受益団体と市区町村長の関

係が利益誘導的な関係、あるいはクライエン

テリズムとはやや色彩の異なるものであり、

むしろ、広い意味での「福祉」を自治体が追

求することが、「自身の能力・知名度・実績

（自身の当選の最も大きな原動力とされ

る）」に直結すると市区町村長が考えている

可能性があるという意義深い知見を引き出

した。これに呼応するように、曽我は同じく

今回の調査データの分析から「組織依存的で

なく、自律性が高く、政策志向の強い市町村

長」のタイプを析出した。 

広本は、地方政府の介護政策の規定要因と

いう、多くの研究者の結論が食い違う問題に

ついて、先行研究の徹底的な内在的分析を通

して、データをとる時期と対象により相違が

生じることを明らかにした上で、再分析の結

果、介護料を決める要因がニーズ(高齢者数)、

財政状況、家庭と地域の介護力と変化してき

たことを明らかにした。この知見は、今日で

は介護など、わが国の社会福祉が地域のソー

シャル・キャピタルに大きく依存してきてい

ることを示している。これは「政策受益団

体・地方政府連合」の弱体化を意味するのか、

それとも厳しい財政状況下における新たな

形の「連合」の模索と見るべきなのかという

点は、今後の一層の実証・理論両面での研究

の進展を待たねばならない。 

地方政府関係や団体関係者への面接調査

から小売流通政策を分析した伊藤は、この政

策分野における「政策受益団体・地方政府連

合」がグローバリゼーション等の諸要因によ

り、ほぼ崩壊しつつあることを示した。これ

は、地方政府や地方の社会団体をも含み構築

されてきた日本型福祉レジームである「政策

受益団体・地方政府連合」が大きく揺らいで

いる現状とそのメカニズムを相当程度、明ら

かにするものである。 

現時点では、収集されたデータの第１次分

析が終了した段階であり、今後分析を進めて

その成果を内外の学界で報告し、論文あるい

は可能であれば学術書として公表していく

予定である。例えば、メンバーのうち、曽我

は「地方政治の文脈依存的効果論」を枠組み

とする共著で公共政策学会賞を受賞したが、

今回の調査結果を付加することにより、一層

の研究成果が期待できる。また、鹿毛・北山・

広本は既に成果をまとめており、さらなる洗

練や外国人研究者との共同研究により、一層

の学術的貢献をするものと思われる。伊藤の

「大企業労資連合 vs 政策受益団体」モデル

は、日本の福祉レジーム、あるいは現代日本

政治の基本構造を論じる場合に、その妥当性

が受け入れられた結果、多くの論者から言及

されるようになってきたが、このモデルに地

方政府の位置と機能を埋め込むという今回

のプロジェクトの目論見は、現時点では、ほ

ぼ予想通りに実現したと言ってよい。 

今後は「政策受益団体・地方政府連合」を

バージョンアップするとともに、ここの概念

をノードとして、これを経済システムとして

の日本型経営（より一般的には調整型資本主

義）および社会システムとしての日本型福祉

国家（企業福祉、家族、地域福祉）、政治シ

ステムとしての１党優位制の３者を相互補

完的にとらえていきたい。 
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